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This paper deals with the effects of equipment for preventing bridge from falling down during an 
unexpected strong earthquake. Generally, usual equipments with energy absorbing system using PC 
connection cables are installed at bridge with short and middle spans. In TE-type equipment focused in this 
paper, control steel pile is added to PC connecting cables and a wedge-plate is penetrated into the pile with 
energy generated by deforming it during a strong earthquake. Considering rubber materials,steel pile has 
greater critical displacement and greater energy absorbrig capacity.  In this analysis, the effects of 
equipment characteristics on bridge response subjected to severe earthquake are investigated. 
   
 Key Words: PC connecting cables，Energy Absorbing System、greater critical displacement 
 キーワード：PCケーブル，エネルギー吸収，限界変位量， 

 
 
 
 

1．はじめに 
 

  1995年の兵庫県南部地震では多くの橋梁が損傷し，桁間を連結

する落橋防止構造にも，衝撃力が原因と考えられる破損が確認さ

れた．その後，1999年に発生したトルココジャエリ地震と台湾・

集集地震では，断層変位によって数メートルの段差が発生し，こ

れらの大変位によって，落橋の被害が発生した． これらを踏まえ

て，道路橋示方書・同解説Ⅴ編1)では，想定外の地震力や変位が

橋に生じることを懸念し，不測の事態に対するフェイルセーフ機

能として，落橋防止システムに関する規定を示している．特に落

橋防止構造は，衝撃的な地震力を緩和できる構造とすると記載さ

れている． 
近年これらを踏まえて，園田ら2)は兵庫県南部地震以前に多く

の施工実績があるメガネタイプの連結版に着目し，ゴム緩衝ピン

により緩衝機能を向上させた研究を行っている．PCケーブルの連

結装置に着目した研究としては，梶田ら3)が緩衝型連結ケーブル

を設置することで，ケーブルに発生する衝撃力を低減できること

を導いている．伊津野ら4)は桁が落下する場合を想定して，PCケ
ーブルの作用力を検討し，死荷重反力の2.0倍以上の作用力が発生

することを確認している．また，武野ら5)は連結ケーブルに作用

する作動速度に着目し，PCケーブルの吸収エネルギーに基づく所

要断面算定式を誘導している．さらにPCケーブルの剛性と緩衝材

の限界変形量による最適剛性比の算定式を提案している. 
ゴムによる緩衝材に着目した研究では，川島ら6)は，桁間衝突

用緩衝装置と桁間連結材を組み合わせる場合の緩衝効果について

検討し，緩衝材のひずみ硬化型とひずみ軟化型を取り挙げ，これ

らの特性による影響を研究し，越峠ら7)は円筒型ゴムの緩衝装置

に着目し，衝撃緩衝効果の検討と，実験結果の再現性を動的解析

により検証し，設計方法について提案している．さらに村田ら8)

は積層繊維補強ゴムに着目し，緩衝力の低減効果について研究し

ている． 
以上のように多くの緩衝効果を取り入れた設計法に関する研究

や，これらの機能を有する製品の開発が進められている．このよ

うな緩衝材を設置し，エネルギー吸収が実現できると，より経済

的で安全なシステムを構築できる可能性がある． 
しかしこれらの研究は，いずれもゴムの非線形特性やPCケー

ブルのエネルギー吸収を主とした緩衝効果に対する研究であり，

衝撃緩和効果はあるものの，圧縮変形量等の限界変位量に制限を

受け，仮にこの限界変位量に達するとさらなる衝撃力が発生する

ことが懸念される． 
 本研究は，鋼管を利用した装置が塑性変形をしながらエネルギ

ーを吸収し，従来の緩衝材よりも限界変位量に制限が少ない，PC
ケーブル連結方式の緩衝装置に着目し，実務に応用可能な設計法

を目指し，解析的に検討したものである． 
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2．落橋防止装置の基本構造 
 
(1) 現行基準による落橋防止装置 
1) 落橋防止装置の設計荷重 
現行基準の道路橋示方書・同解説Ⅴ編1)では，落橋防止構造への

作用力HFを死荷重反力Rdを用いて，次式で算定している．式(1)

より，落橋防止構造の地震力は，死荷重反力のみに依存した評価

式となっており，動的な作用力が静的荷重に置き換えられている

ものとなっている． 

dF R5.1H          (1) 

2) 落橋防止装置の移動量 
落橋防止構造の最大移動量SFは，けたかかり長SEより次式で与

えられている．この移動量は，常時や地震時の移動量を確保し，

式(2)で求められる最大移動量を超えない範囲で可能な限り大き

い値を確保するとされている．ここでCFは，落橋防止装置の設計

変位係数である． 

EEFF S75.0ScS         (2) 

 
(2) 着目した落橋防止装置の基本構造 
1) 着目した落橋防止装置の概要 
本研究で着目した落橋防止構造は図-1に示すような， PCケー

ブルで相互の桁を連結する装置とした．図-2に，エネルギー吸収

機能を有する構造（TE 型）9）と従来型の構造を示す．従来型は，

PCケーブルで連結した構造であり，TE型は従来型にコントロー

ルパイプと称する鋼管が設置され，鋼管の内部にウェッジプレー

トがあらかじめ押し込みまれた構造である．常時の温度変化や設

計で期待する地震動には，スプリング部で変位を吸収するが，想

定以上の変位が発生した段階で，スプリング部の遊びが限界変位

量に達し，PCケーブルに引張力が発生する．その後，ある一定の

荷重に到達すると，ウェッジプレートが鋼管の内部を押し広げな

がら貫入する．このときの荷重を，コントロールパイプの降伏荷

重Pyと定義する．図-3にこれらの荷重作用状況を示す． 

 
2) コントロールパイプの降伏荷重 
 続いて，コントロールパイプの降伏荷重Pyについて考える．ウ

ェッジプレートがコントロールパイプ内を動き出す時の荷重作用

を図-4に示す．PCケーブルの作用力をTとすると，ウェッジプ

レートと鋼管内面に発生する摩擦力Rは次式となる． 
 

 tanNR              (3) 

 
ここで，Nはウェッジプレートがクサビ状に貫入される時に発生

する側方力を，tanλは摩擦係数を示す．ここでは鋼と鋼とのす

べり面であることからtanλ=0.15程度10)を想定した． 
PCケーブルの作用力Tは，N，Rにより次式で求められる． 
 

図‐2 TE型と従来型の構造 

図‐3 TE型の荷重作用状況図 図‐4 ウェッジプレートの摩擦抵抗図 

図‐1 PCケーブル連結型の落橋防止構造 
  （速度の符号は矢印方向を＋とする） 
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  cosRsinNT           (4) 

 
ここに，αはテーパー角である． 
式(3)を式(4)に代入すると，次式となる． 
 

     costansinNT         (5) 

 

式(5)より， 

   costansin
TN

  
        (6) 

 
を得る．式(6)で求められる側方力Nを用いると，鋼管を押し広げ

る水平力Hは，次式となる． 
 

  sinRcosNH               (7) 

 
式(7)で求められたHから，鋼管の内径をd1，ウェッジプレートの

高さをhとして，鋼管の内部に作用する圧力ｐは，次式で求めら

れる． 

hd
Hp

1   
 

 
           (8) 

鋼管の内圧ｐを基に，鋼管の外半径を ro，鋼管の厚みを t とす

ると，鋼管に作用する応力σは平均径の式により次式のように誘

導される． 

 
 
 

 
 
   5.0

t
rp 0           (9) 

作用応力σが，鋼管の降伏応力を超過した段階で，ウェッジプ

レートが鋼管内を貫入することが可能となる． 

 
3) エネルギー吸収量の設定 
 落橋防止構造で一般的に使用されるゴム材は，圧縮されると数

cm程度で限界変形量に達し､その後はハードニングにより非線形

性が卓越することから，衝撃力が発生することになる． 
一方，この装置のエネルギー吸収量の設定は，コントロールパ

イプの長さにより決定される．すなわち，コントロールパイプの

長さを，式(2)で求められる最大移動量内で，自由に設定すること

により，ゴムによる緩衝材よりも大きなエネルギー吸収性能を期

待することができる．この点が本装置の利点である． 
 
 
3．対象橋梁の概要と解析モデル 
 
 解析では，比較的多い河川内の中小規模橋梁を対象とした．上

部構造は，支間長がL=20ｍ程度のプレテンション方式T 桁の 2
径間単純形式(20m＋20m)で，橋脚は小判型の壁式橋脚，橋台は

逆T式橋台であり，基礎は杭基礎である．支承は，簡易ゴム支承

による固定可動構造であり，アンカーバーが設置されている． 
図-5に構造概要図を示す． 
 本検討では，既設橋梁を想定しており，P1 橋脚は現行基準 1)

により耐震補強されたものとし，アンカーバーも設計当時の基準

に従って径と本数を決定した．また，地盤種別はⅢ種地盤で，地

域別補正係数Cz は 1.0 とした．なお，解析は橋軸方向に対して

のみ行い，直角方向は本検討の対象外とした． 
 
(1) 各部材のモデル化 
1) 桁のモデル化 
 桁のモデル化においては，非線形域を考慮しないため，線形部

図‐5 2径間単純桁橋の構造概要図 

単位：〔ｍｍ〕 

図‐6 橋脚の復元力モデル 

初期剛性　Kc  (MN・m2)

ひび割れモーメントMc  (ｋN・ｍ)

降伏曲げモーメントMy  (ｋN・ｍ)

初期剛性に対する第一勾配率

初期剛性に対する第二勾配率

1.087E-01

1.000E-09

2.795E+04

5.256E+03

1.194E+04

表-1 橋脚の剛性 

下部構造 A1橋台 P1橋脚 A2橋台

Axx  (kN/m) 1.112E+06 4.830E+05 9.018E+05

Axr (kN/rad) 1.921E+06 1.301E+06 1.726E+06

Arr (kN・m/rad) 1.331E+07 1.254E+07 1.274E+07

表-2 基礎剛性
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材としてモデル化を行った．桁の重量は，桁 1 を W1=6,000kN，
桁2をW2=4,400kNと設定した．桁1が桁2よりも重い理由は，

桁1 が支持されている設計振動単位１（T=0.56ｓ）と，桁2 で支

持された設計振動単位2（T=0.37ｓ）の固有周期差を1.5倍程度 1)

にするためである． 

 
2) 橋脚のモデル化 
 橋脚のモデル化においては，非線形域を考慮するため，図-6に
示すような，トリリニア型の復元力特性とした．除荷勾配のβは，

現行基準 1)に基づきβ=0.5 と設定した．解析で用いた橋脚の剛性

（橋脚基部）を表‐1に示す． 
 

3) 基礎のモデル化 
 基礎のモデル化においては，非線形域を考慮しないため，線形

バネとしてモデル化を行った．バネ剛性の設定においては，地震

時に地盤に生じる変形に相当する地盤の剛性から求めた地盤反力

係数より，動的バネ値を設定し，これらを用いて水平‐回転バネ

剛性を決定した．解析で用いた基礎の剛性（橋脚基部）を表‐2
に示す． 

 
4) 固定支承のモデル化 
 固定支承のモデル化においては，アンカーバーが降伏力に達す

るまで，すなわち破損するまでは弾性変形するモデルと考え，固

定支承が破損してからは，桁と橋脚及び桁と橋台の間に動摩擦力

が発生するとした．このときの動摩擦係数μは 0.05 と設定した．

図-7に固定支承の復元力モデルを示す． 
 固定支承に設置されるアンカーバーの面積及び本数は，アンカ

ーバーの面積をAW，本数をN，上部構造の分担重量をW，レベル

1 地震動の設計水平震度をKh (0.30)，アンカーバーの許容応力度

をτa として，次式により設定した．表-3 にアンカーバーの諸元

を示す． 

 

NAW  ≧
a

h

5.1
KW
  

 
       (10) 

 
5) 可動支承のモデル化 
可動支承のモデル化においては，移動量が設計移動量δ1に達す

るまでは自由に変位するものとし，δ1に達するとアンカーバーに

水平力が作用し，アンカーバーが損傷した後，固定支承と同様に

桁と橋脚及び桁と橋台の間に動摩擦力が発生するモデルとした．

このとき､可動状態での動摩擦係数μs は0.01 とし､損傷以降の動

摩擦係数μdは 0.05 と設定した．図-8 に可動支承の復元力モデル

を示す． 
 可動支承に設置されるアンカーバーの面積及び本数は，次式に

より設定した． 
 

NAW  ≧
a

hd

5.1
KR5.1

  
  

       (11) 

下部構造 A1橋台 A2橋台

支承条件 Fix Mov Fix Mov

径(mm) φ38 φ36 φ32 φ28

本数 18本 18本 18本 18本

P1橋脚

表-3 アンカーバーの諸元

図‐7 固定支承の復元力モデル 図‐8 可動支承の復元力モデル 

図‐9 従来型の復元力モデル 
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6) 落橋防止装置のモデル化 
a) 従来型 
 従来型の落橋防止装置のモデル化においては，離反側と接触側

で非対称となるモデルとした．ここで，離反側は桁が離れていく

方向を示し，接触側は桁間が衝突する方向を示す．図-9に従来型

の復元力モデルを示す．この復元力モデルの履歴特性は,A→B→C
→D→F→A→H→I→H→A→F→D→Eと移動する． 
離反側においては，応答変位が PC ケーブルの遊び量に達して

からは，PCケーブルに張力が発生し，PCケーブルの降伏荷重ま

では弾性変形するものとする．このときのPC ケーブル 1 本当た

りの剛性 K2は， PC ケーブルのヤング率を E，断面積を A，PC
ケーブルの長さをLとして，次式により算定した． 

 

L
AEK 2

 
          (12) 

 
 本解析で使用するPCケーブルの断面積Aは，式(1)で求められ

た設計地震力HFに対し，PCケーブルが塑性化しないように設定

した．また，桁1側がW1=6,000kN，桁2がW2=4,400kNであるこ

とから，桁重量の大きい W1の値を採用し, 式（１）の HFは 1.5
 3,000kN=4,500kNとなる．PCケーブルを9本配置することとし，

1本あたりのPCケーブルの断面積Aを383.9mm2と設定した．ま

たヤング率Eを186,000N/mm2，PCケーブルの長さLを2.5m，ケ
ーブル本数を9本とすると，ΣK2= K2 N＝257,058kN/mとなる．

またK1は，PC ケーブルに設置されているスプリングのバネ剛性

相当とし，スプリング1 本当たりのバネ剛性を1kN/mとすると，

設置本数が9本であることから，9kN/mと設定した．K1は，接触

側ともに同じ値と設定した． 
遊び量DE0については，アンカーバーの移動制限量が50mmで

あることから，この装置が破損した後，落橋防止装置が作動する

ものとするため，DE0=100mmと設定した． 
接触側では，応答変位が桁遊間に達すると，桁間に衝突力が発

生することを想定し，桁間衝突による塑性化を考慮しない線形衝

突バネによりモデル化した．このときのバネ剛性K4は，川島ら 11)

の検討を参考にし，次式により算定した． 

0.1

L
AEn

K4  
  

         (13) 

           
ここで，γ：衝突ばねの剛性比，EA：桁の軸剛性，L：1連の

桁の長さ，ｎ：1 連の桁をモデル化する線形梁要素の個数，TI：

衝突継続時間で，次式より与えられる． 

0.1
TI

t  
 

                    (14) 

p
I c

L2T           (15) 

 
ここで，Cpは桁内の縦波の伝播速度で次式より与えられる． 

 
Ecp           (16) 

 
ここで，E：桁のヤング率，ρ：桁の密度である．ここでは，

EA=1.7808 108kN，L=20.0ｍ，ｎ=4 と設定することから，衝突

バネ剛性K4は3.56 107kN/ｍとなる． 
また，式(16)よりCP=1195.2ｍ/sとなることから，衝突継続時間

TIを求めると，0.0335s となる．なお積分時間間隔Δtは,このTIの

1／10以下とする必要がある． 
 遊び量は,桁遊間程度とし,DE0=50mmと設定した． 

 
b) TE型 
 TE型は，従来型と同様に，離反側と接触側で非対称となるモデ

ルとした．図-10にTE型の復元力モデルを示す．この復元力モデ

ルの履歴特性は,A→B→C→D→F→A→H→I→H→A→F→D→E
と移動するスリップバイリニア－スリップ型である．このような

履歴特性に設定した理由は，図‐3 に示すようにウェッジプレー

トがコントロールパイプを押し広げながら貫入する構造であり，

一度ウェッジプレートが貫入され，再びこれらに押し広げる荷重

図‐10 TE型の復元力モデル 
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図‐11 入力地震動（標準波形） 
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図-12 Case1の時刻歴応答図 

 

 

図-13 Case3の時刻歴応答図 
 

 

図-14 Case5の時刻歴応答図 
 

    図-15 桁間の衝撃力の時刻歴応答(Case3)       図-16 桁間の衝撃力の時刻歴応答(Case5) 
 

接触側 離反側 接触側 離反側

Case1 0.272 －0.432 1.806 －1.587

Case3 0.055 －0.401 1.768 －1.491

Case5 0.057 －0.225 1.624 －1.442

最大相対変位　（ｍ） 最大相対速度　（ｍ/s）

ケース名

接触側 離反側 接触側 離反側

Case2 0.010 －0.120 0.131 －0.247

Case4 0.010 －0.105 0.132 －0.235

Case6 0.010 －0.105 0.132 －0.235

最大相対変位　（ｍ） 最大相対速度　（ｍ/s）
ケース名

表-5 解析結果（PCケーブルのPyの違いによる検討） 表-6 解析結果（支承が破損した場合の検討）
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が作用するまではウェッジプレートが静止した状態となるためで

ある．ここで，従来型と TE 型の復元力モデルの違いは，図-9，
10 に示す離反側の降伏荷重 Py が，従来型では PC ケーブルの降

伏荷重で決定されていることに対し，TE型は，コントロールパイ

プの降伏荷重で決定されていることである． 
 ここでは，コントロールパイプのPyを，1本当たり133kN，ケ

ーブル本数を9本とし，Py=133kN 9=1197kNと設定した． 
 また，PC ケーブルの剛性や，コントロールパイプの Pyの違い

による影響を検討するため，PCケーブルの剛性とコントロールパ

イプの Pyともに 50％程度としたモデルも設定した．このときに

採用した PC ケーブルの面積 A は，208.4mm2 であり，

K2=108,535kN/mとなる．コントロールパイプのPyは，649.8kNと

した． 
 

(2) 解析方法 
 解析法は時刻歴応答解析とし，積分法はNewmarkβ法(β=0.25)
とした．解析モデルは2次元の骨組みモデルとし，橋軸方向を対

象とした．減衰は Rayliegh 型減衰としてモデル化し，支承や PC
ケーブルには粘性減衰がないものとした．積分時間間隔は式(14)
を満足するようにΔt=0.002s と設定した．応答解析には汎用ソフ

トであるDYNA2E12)を使用した． 

 
(3) 入力地振動 
 本検討は，落橋防止装置が作用するような状況を想定した解析

であるため，この装置が作動するような入力地振動が必要となる．

そこで本検討では，伊津野ら 4)の検討を参考にして，単純に標準

波形を2倍することとした． 
採用する標準波形は，1995年の兵庫県南部地震で観測された東

神戸大橋周辺地盤上の加速度波形である．標準波形を図‐11に示

す． 

 
(4)  解析ケース 
 解析ケースは，PCケーブルを設置しない場合で，支承構造が降

伏しないとしたものを基本ケース（Case1）とし，PC ケーブルで

連結したケース，支承が降伏するケース，これらを2つ組み合わ

せたケースを考えた． 
 このとき PC ケーブルは，エネルギー吸収量を比較するため，

従来型とTE型の2種類で解析を行った．また，TE型での剛性や

降伏荷重の違いによる影響を確認するため，これらの値を50%程

度にしたケースも考えた． 
表-4 に解析ケースを示す．表中の※1 はコントロールパイプの

Pyを示し，※2は支承を非線形モデルと設定したか，線形モデル

としたかの違いを示している． 
 

(5)  解析によるモデルの仮定 
 本解析については，落橋防止装置が作動するような地震動に対

して検討を行うため，部材によっては大きな非線形領域になるも

のや終局に達する場合も考えられる．しかしながら本解析では，

モデルを単純化するために，下記の仮定を設定した． 
・ 非線形部材においては，理論上の終局を超えても剛性変化は

行わない． 
・ 橋台部における桁端部とパラペットの衝突は考慮しない． 
・ PCケーブル連結装置の粘性減衰は考慮しない． 

 
4．解析結果と考察 
 
(1) PCケーブルの降伏荷重を変化させた場合 
1) 解析ケースの対象 
 解析は，Case1，Case3，Case5 の 3 ケースを対象とした．ここ

では，PC ケーブルを設置しない場合，設置する場合の影響や，

PC ケーブルの降伏荷重の違いが与える影響について検討した．

Case1はPCケーブル連結装置を設置しない場合， Case3はTE型

で桁間を連結した場合，Case5 は従来型で桁間を連結したケース

である．ここでは橋脚のみに非線形を考慮しているが，橋脚の終

局は定義していない．また支承部は破損しないことを想定し，線

形部材としてモデル化し，可動支承の動摩擦抵抗力は考慮しない．

またDE0=0.05mの移動制限も設けないものとした． 

 
 

2) 桁間の最大相対変位と相対速度 
 表-5 に桁間の最大相対変位及び最大相対速度を，また図‐12，
13，14に相対変位と相対速度の時刻歴図を示す．相対変位の接触

側では，基本ケースであるCase1 は，桁間の変位量の制限を設け

ていないことから，0.272m と大きな値となるが，Case3 および

Case5では桁間衝突が発生することから，遊間量DE0＝0.05m程度

の応答となっている． 
相対変位の離反側では，ケーブルの降伏荷重の違いにより，

Case3 の相対変位がδ=0.401mとCase5 に比較して1.78 倍の値と

なった．これは，TE型のPyは従来型と比較して小さいことから，

早い時刻に塑性化したためと考えられる．ここで相対変位量がも

っとも大きい Case3 における，支承部の離反側の相対変位は

0.396m であり，式(2)で求められる最大移動量 0.75 （0.7＋0.005
 20.0m）=0.600ｍ以内であり，落橋という致命的な状態には至っ

ていない．なお桁間の相対速度には，相対変位ほど大きな差は確

認されなかった． 

 
3) PCケーブルに作用する衝撃力と桁間衝突 
 図-15，16に，PCケーブルに作用する衝撃力と桁間衝突力の時

刻歴を示す．Case3では，t=6secから8secにかけて，PCケーブル

ケース名
PCケーブル

連結装置

PCケーブルの

降伏荷重Py

支承モデル
※2

Case1 なし － 線形

Case2 なし － 非線形

Case3 あり 1,197ｋN　※１ 線形

Case4 あり 1,197ｋN　※１ 非線形

Case5 あり 5,472kN 線形

Case6 あり 5,473kN 非線形

Case7 あり 649.8ｋN　※１ 非線形

表-４ 解析ケース
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に衝撃力（①）が発生した後，桁間衝突（Ⅰ，Ⅱ）が2回発生し，

再びPC ケーブルに衝撃力（②）が 1 回発生している．離反側の

台形部分が，TE型の吸収したエネルギーを示している．このとき

の衝撃力を基に，PCケーブルに作用する引張応力度を求めると，

σs=346.4N/mm2であり，降伏応力度σsy＝1,580N/mm2の22％程度

となる． 
このケースでは，離反側のPCケーブルに作用する衝撃回数は2

回であり，その後は発生していない．これは，PCケーブルの遊び

量がDE0＝0.100m であったが，2 回の衝撃力によりコントロール

パイプ内にウェッジプレートが貫入したことで，遊び量が増加し

たためと考えられる．このように，応答に応じて DE0が増大する

ことは，相対変位を大きくするが，PCケーブルの衝撃発生回数を

少なくする効果がある． 
 Case5 では，t=6sec から 10sec にかけて，PC ケーブルに衝撃

力（①）が発生した後，桁間衝突（Ⅰ，Ⅱ）が2回発生し，再び

PCケーブルに衝撃力（②～⑤）が４回発生している．これはCase3
の衝撃力の発生回数の 2.5 倍にあたる．離反側の台形部分が従来

型の吸収したエネルギー量を示しているが，このエネルギー吸収

量は，PCケーブルが塑性化したことによるものである．つまり式

(1)により導いた設計地震力に対して，塑性化する結果となった．

このように，落橋という致命的な被害を未然に防止する装置が塑

性化したことは，落橋防止装置の性能上好ましくないと考えられ

る． 
 
4) 考察 
 PCケーブルの降伏荷重を変化させて検討した結果，従来型は相

対変位量を小さくすることができ，落橋を防止する上で有利とな

るが，PCケーブルが塑性化すること，PCケーブルに作用する衝

撃力の回数が5回とTE型に比較して多くなることが判った． 
一方TE型は，従来型よりもPCケーブルに作用する衝撃力の回

数が2回と少なく，またPCケーブルの降伏応力度の22％程度で

あることから安全性は高い．また相対変位量は0.40ｍ程度と従来

型に比較して大きくなる．しかしながら，式(2)で求められる最大

移動量内であることから，落橋防止装置としての機能は満足して

いる． 
 
 

(2) 支承の非線形性を考慮した場合 
1) 解析ケースの対象 
 解析では，Case2，Case4，Case6 の 3 ケースを対象とした．こ

こでは，支承が損傷することを想定し，PCケーブルを設置しない

場合，設置する場合の影響や，PC ケーブルの Pyの違いが与える

影響を検討した．Case2はPCケーブル連結装置を設置しないケー

ス， Case4 は TE 型で桁間を連結したケース，Case6 は従来型で

桁間を連結したケースである．本解析は，支承を線形部材でモデ

ル化した場合と同様に，橋脚の終局は定義していない． 
 

2)  桁間の最大相対変位と速度応答 
表-6に，桁間の最大相対変位及び相対速度を示す．また図‐17，

18，19に時刻歴図を示す．表‐6より最大相対変位について，接

触側はすべて同じであるが，離反側はCase2 がその他の応答値よ

りも 15%程度大きい．ただしこの値は，PC ケーブル連結装置が

設置されていないためである．またこれらのケースは，支承が破

損しない検討結果である表-5 の応答値よりも小さくなっている．

これは支承が損傷したことで，ある程度の地震エネルギーを吸収

したことが影響している．このときに支承が吸収したエネルギー

は約850kN・mで，全体系へ入力される地震エネルギー9,800kN・
mの11.5％に相当する．またCase3とCase4の桁間の相対変位応

答図を図‐20 示す．図より相対変位量は，支承が破損した時刻

（①）以降小さくなることが確認された．以上より，支承が損傷

したことで地震エネルギーを吸収し，支承が損傷するまでは 1.5
倍程度であった固有周期差がが減少し，その結果相対変位量が小

さくなったと考えられる．これらは，図-17，18，19 の時刻歴図

より，支承には5secから6secの間で損傷が発生し，その後に離反

側にδ＝0.100m程度の相対変位が発生してからは，大きな相対変

位は発生していないことからも推測できる．なお桁間の相対速度

には，各ケース共に大きな差は確認されなかった． 
一方，桁間の離反側の相対加速度は，図‐21 の時刻歴図より

Case2 で22.00m/s2（②）となりCase4,6 の11.21m/s2（①）に対し

て 2 倍程度となった．すなわち，Case4 では桁 1 の支承が t=5.19
～5.72sで損傷し，支承による支持を失った桁1 の水平移動をPC
ケーブル連結装置が制限した．その結果，この装置に張力が発生

することで桁2の固定支承が同じ時刻（図‐21①）に損傷，その

後入力地震動の最大値（t=6.27s）で桁2 の可動支承が損傷した．

しかしCase2においては，桁1側の支承の損傷状況はCase4と同

じであるものの，PCケーブル連結装置を設置していないことから，

桁2側の支承は共に入力地震動の最大値（図‐21②）で損傷した． 
以上より，PCケーブル連結装置を設置することで，入力地震動

が最大となる前に桁1と桁２があたかも連結したような挙動とな

ったため，相対加速度が低減したと考えられ，PCケーブルで連結

したことによる効果が確認できた． 
支承が破損したことによる支承部の相対変位量を表‐7 に示す．

表‐7の値は，桁1及び桁2がP1橋脚の天端よりそれぞれの桁が

落橋する方向の最大値を示している．表‐7よりCase 2のA1側
可動支承の最大値は，PC ケーブル連結装置を設置した Case4，6
より約 6％，A2 側の固定支承の最大値は，Case4，6 より約 11％
大きい値となり，PCケーブル連結装置を設置したことによる効果

を確認できた．ただし支承部の相対変位量の最大値は，式(2)で求

められる最大移動量の0.600ｍ以内であり，いずれのケースにおい

ても落橋には至っていない．また，Case4 及び Case6 では相対変

位量の違いは確認されなかった． 
 

3) PCケーブルに作用する衝撃力と桁間衝突 
 図-22，23に，PCケーブルに作用する衝撃力と桁間衝突力の時

刻歴図を示す．Case4，Case 6は，t=7secあたりでPCケーブルに

衝撃力（①）が1回発生しているが，桁間衝突は発生していない．

これは，t=5secあたりから桁1 と桁2 が衝突側に変位しようとす

るが，t=5.5sec あたりで支承が破損することで地震力が吸収され

たためと考えられる．PCケーブルに作用した衝撃力で発生する応

力度を求めると，Case4 ではσs=346N/mm2 であり，降伏応力度  
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図-17 Case2の時刻歴応答図 

 

図-18 Case4の時刻歴応答図 

 

図-19 Case6の時刻歴応答図 

       
   図-20 相対変位の時刻歴応答図         図-21 相対加速度の時刻歴応答図 

 

    図-22 桁間の衝撃力の時刻歴応答(Case4)       図-23 桁間の衝撃力の時刻歴応答(Case6) 
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σsy＝1580N/mm2の 22％程度で，Case６ではσs=391N/mm2 であ

りσsyの25％程度となる．これにより，TE型ではPCケーブルの

作用応力度を低減する効果が期待できることが判る． 

 
4) 考察 
支承が破損することを想定し，PCケーブルの降伏荷重を変化し

た場合で検討した結果，従来型・TE型ともに相対変位量を小さく

し，PCケーブルに作用する衝撃力の回数が1回と少ないことが判

った．また，このときの PC ケーブルに作用する応力度は，許容

値に対してTE 型が22％で，従来型が25％であり，TE 型の作用

応力度に低減効果があることが判った． 
 支承が破損した場合の解析では，桁間の相対変位応答や速度応

答には大きな違いはないが，相対加速度は PC ケーブルを設置す

ることにより 50%程度に低減された．また P1 橋脚上の支承の最

大相対変位は，いずれのケースにおいても式(2)で求められる最大

移動量である0.600ｍ以内であり，落橋に至らないことが確認され

た． 

 
(3) TE型のPyとK2を変化させた場合 
1) 解析ケースの対象 
 解析では，Case4とCase7の2ケースを対象とした．ここでは，

支承が損傷することを想定し，TE型のコントロールパイプの降伏

荷重Pyの違いが与える影響や，K2の違いが与える影響について検

討した．Case７はCase4 に比較し，ケーブル1 本当たりの面積を

0.5倍程度に変更している．その他の条件は同じである． 
 
2)  桁間の最大相対変位と相対速度 
 表-8に，桁間の最大相対変位及び相対速度を示す．また図‐24
に時刻歴図を示す．表‐8 より相対変位では，接触側は同じ値で

あるが，離反側では 3％程度 Case7 の変位がわずかであるが大き

くなった．これは，K2を 0.5 程度とし PC ケーブルの剛性を小さ

くしたためと考えられる． 
図-24より支承は5secから6secの間で損傷が発生し，その後に

離反側にδ＝0.100m程度の相対変位が発生してからは，大きな相

対変位は発生していない．Case4 と Case7 の相対変位の時刻歴を

見る限り，PyとK2を変化させた場合による相対変位の影響はあま

りないことが判った． 
 
3) PCケーブルに作用する衝撃力と桁間衝突 
 図-25に，PCケーブルに作用する衝撃力と桁間衝突力の時刻歴

を示す．Case4，Case 7は，t=7secあたりでPCケーブルに衝撃力

（①）が1回のみ発生しているが，桁間衝突は発生していない．

図-26，27 に落橋防止装置の履歴図を示す．履歴図より若干では

あるが，エネルギーの吸収が台形部より確認された．このときの

衝撃力は，Case4 が1197kNでCase 7 が649.8kNであり，コント

ロールパイプのPyである． 
PCケーブルに作用する衝撃力で，作用応力度を求めると両ケー

スともにσs=346N/mm2となる．またPCケーブルの離反側におけ

る相対加速度は，Case7 が11.14m/s2でCase4 の11.21 m/s2の99%
であり違いは確認されなかった． 

4) 考察 
 TE型のPyとK2を変化させ検討した結果，桁間に作用する相対

速度や相対加速度には大きな影響はなかったが，Case7 の相対変

位は離反側でCase4 に比べて 3％程度大きくなったが，式(2)で求

められる最大移動量内であり，落橋には影響を及ぼさない． 
 ここでは Pyと K2を変化させた解析を行ったが，結果に大きな

違いはなかった．しかしながら，ケーブルに作用する衝撃力は，

コントロールパイプのPyに依存していることから，コントロール

パイプのPyのみを変化した場合や，コントロールパイプとウェッ

ジプレートの摩擦力も TE 型に影響を及ぼすため実験的な検証が

今後必要であろう． 

 
 
5. TE型の諸元と設計の考え方 
 
(1) コントロールパイプとウェッジプレートの諸元 
 コントロールパイプとウェッジプレートの諸元について，ウェ

ッジプレートは PC ケーブルが装置の中央を貫通することから，

PCケーブルの断面積よりある程度のサイズが決定される．またウ

ェッジプレートのサイズにより，コントロールパイプの外径も概

ね決定される．TE 型の降伏荷重は，図-4 に示すテーパー各αに

より調整が可能となる．このαは一般的に3°～5°程度9)である．

また限界変位量に相当するコントロールパイプ長は製作上の問題

や座掘等を考慮し，現在では最大値として 800mm 程度が目安 9)

とされている． 
 

(2) TE型の設計の考え方 
TE 型が要求されるエネルギー吸収の概念図を図－28 に示す．

図の A-B-C-D で囲まれた面積が本装置のエネルギー吸収量に相

当する．設計の考え方は，TE型が要求されるエネルギー吸収量を

満たすように，降伏荷重と限界変位量を組み合わせることが重要

となる．また PC ケーブルへの作用力を低減することを考えると

すると，降伏荷重を小さく設定し限界変位量をできる限り大きく

することが有効となる．しかしながら限界変位量のみに着目する

と，支承による支持を失った桁と下部構造との相対変位量が増大

し，式（2）で定義する最大移動量を超え，致命的な被害である落

橋に至る可能性がある． 
以上より限界変位量のみを期待するのではなく，降伏荷重 Py

つまりウェッジプレートのテーパー角αや鋼管径ｄ1 を調整しな

がら，これらの諸元を組み合わせることで，要求性能に合致した

設計が可能となる． 
 
 

6．まとめ 
 
一般的な既設橋梁を対象として，橋脚の掛違部の桁間に PC ケ

ーブル連結方式による TE 型落橋防止装置を設置した場合の解析

を試みた．この解析では，支承の線形を考慮する場合やしない場

合，PC ケーブル連結装置を従来型や TE 型を設置した場合など，

いくつかの組み合わせを想定し落橋防止装置に作用する衝撃力や
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図-24 Case7の時刻歴応答図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-25 桁間の衝撃力の時刻歴応答(Case7) 

 
 

   図-26 落橋防止装置の履歴図(Case4)          図-27 落橋防止装置の履歴図(Case7) 
 
 
 

接触側 離反側 接触側 離反側

Case4 0.010 －0.105 0.132 －0.235

Case7 0.010 －0.108 0.132 －0.236

最大相対変位　（ｍ） 最大相対速度　（ｍ/s）
ケース名

表-8 解析結果（PyとK2を変化させた場合の検討） 

落橋方向
最大値(ｍ) 時刻(s) 落橋方向

最大値(ｍ) 時刻(s)

Case2 0.177 7.164 0.128 7.136

Case4 0.167 7.132 0.115 7.190

Case6 0.166 7.132 0.114 7.190

P1　(A1側，Mov) P1　(A2側，Fix)

ケース名

表-7 支承の相対変位（支承が破損した場合の検討）
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エネルギー吸収の効果について解析的に検討した．解析対象とし

た橋梁は1橋であり，今後更なる検討の余地を残しているが，本

解析で得られた結論を下記に示す． 
 

1) 支承を降伏させない場合，従来型のPCケーブル連結装置で

は，発生する衝撃力が大きいことから塑性化し，道路橋示方

書・同解説で規定した作用力を上回り，衝撃力の発生回数が

TE型に比較し2.5倍と増加した．またTE型はPCケーブル

に発生する衝撃力を低減し，衝撃力の発生回数を少なくする

ことが確認できた． 
2) TE 型では，従来型に比べて大きなエネルギー吸収を期待で

きるが，落橋防止装置の最大移動量を超えないようなコント

ロールパイプを選定する必要がある． 
3) 支承が降伏する場合では，支承がエネルギーを吸収するため

に，落橋防止装置への衝撃回数は1回と少なくなったが，TE
型は従来型よりもPCケーブルに作用する応力度を低減させ

ることが確認できた． 
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図－28 エネルギー吸収の概念図 
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